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＜ 要　旨 ＞

日本で中小企業に関する最初の論考は、農商務省・前田正名編纂の『興業意見』（1884年）

だとされる。その後、マルクス経済学が中心となって中小企業研究が進み、さらに現在では、

近代経済学や経営学の立場からも研究が進められている。ところで、中小企業には建設業や製

造業などで見られる一人親方、中小企業診断士や税理士などの各種士業、理・美容所を経営す

る理容師や美容師など、個人事業主として経営する組織体が随分と多い。これら事業体に、経

営学の経営戦略論や、組織論を用いて分析しようとすると、たちどころに困難にぶち当たる。

すなわち、経営戦略論は企業の保有する経営資源を、どの分野に重点的に配分するかを考える

学問であり、また、組織論は2人以上から成る組織を前提として議論が行われるため、そもそ

も研究対象として馴染まなかったことがある。

そこで、本稿では、中小企業を分析する際の単位として「中小企業ネットワーク体」を疑似

企業体として見ることを提案している。具体的には、複数の中小企業が自発的にネットワーク

を組み、あたかも一つの企業のように行動する様子を疑似企業体として捉えたのである。自発

的中小企業ネットワークの例として京都試作ネットを取り上げ分析したところ、メンバー企業

は単に、売上増を期待してネットワークに参加するのではなく、将来の企業成長に向けた新技

術や、ノウハウの獲得を期待して参加していることがわかった。

経営資源の少ない中小企業にとって、自発的な中小企業ネットワークを組織することで、個

別中小企業として行動するのと比べ、活動内容に広がりや奥行きが深まる。今後、自発的ネッ

トワークの増加が期待される。
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中小企業研究の史的概観と新たな視点 1

―中小企業ネットワークを疑似企業体として捉える―

１	 本稿は、商工総合研究所からの依頼により、池田（2020）「中小企業研究の分析視点に関する新たな考察	－中小企業ネットワークを疑似企業体として
捉える－」大阪商業大学比較地域研究所『地域と社会』第23号を再掲したものである。紙幅の関係から、内容の一部を割愛し、タイトルも替えている。
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１．はじめに

日本には2016年現在で358.9万社の企業があ

り、そのうち中小企業は99.7％を占めているが、

世界のいずれの国においても中小企業は企業

数の大半を占め、経済、社会で大きな役割を果

たしている。日本での中小企業研究は、ながら

くマルクス経済学をベースとした研究が主流で

あった。明治維新から近年に至るまで、日本と

いう国そのものが、欧米諸国と比べて近代化の

諸側面で遅れており、その中にあって中小企業

はさらに遅れた存在であった。社会的、経済的

にも弱者と見られ、大企業と比べて “ミゼラブ

ルな存在” だった中小企業を研究するのに、マ

ルクス経済学との相性が良かったのである。こ

のマルクス経済学と中小企業との蜜月時代のピ

ークは、1960年代から70年代だと考えられる。

たとえば、水野（1979）は「敗戦直後から

1960年頃までは日本経済の再建・復興過程で

あり、この時期には、戦後解放されたマルクス

経済学的方法論による中小企業論が一大潮流

になった」としている。

日本における経済学の主流は、1970年代の

後半から80年代初頭にかけて、マルクス経済

学から近代経済学へと大きく変化する。そのこ

とは、経済学を教える大学教育の現場の様子

からも伺える。筆者が大学に入学した1975年

当時、経済学の入門科目として経済原論Ⅰと経

済原論Ⅱの両方が履修できるようになってお

り、経済原論Ⅰはマルクス経済学、Ⅱは近代経

済学が配当されていた。大学によってはⅠを近

代経済学とするところもあるなど、まさに過渡

期であった。

戦後、日本は欧米に追いつけ追い越せの時

代から、1980年代には世界のトップランナーと

なり、近代先進国の仲間入りを果たしたが、し

ばらくして中小企業に対する見方も180度転換

した。それまでミゼラブルな存在であった中小

企業が、“バイタルマジョリティ”（活力ある大

多数）と位置づけられたのである。国の中で中
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２．これまでの中小企業研究の概観
（1）マルクス経済学による中小企業研究
（2）近代経済学による中小企業研究
（3） 中小企業研究における経営学や経営論

的アプローチ
３．中小企業に経営学的視点の導入
（1） 中小企業ネットワーク体を疑似企業体

として捉える
（2） 本稿で取り上げる中小企業ネットワー

クとその特徴

（3） 自発的中小企業ネットワークを疑似企
業体として見ることの妥当性

４． 中小企業ネットワーク形成の意味と自発
的中小企業ネットワークへの加入動機

（1） 中小企業ネットワークを中間組織として
捉える見方

（2） レントから見た自発的中小企業ネット
ワークへの加入動機

（3） 自発的中小企業ネットワークに流れる
情報と創発の発生

５．おわりに
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小企業の位置づけが明確に変わったことは、

1999年の新中小企業基本法で確認できる。新

基本法のなかでは、中小企業を「我が国経済

の基盤」「我が国経済の活力の維持及び強化に

果たすべき重要な使命を有するもの」と積極的

な位置づけがされ、「新たな産業の創出」「就業

機会の増大」「市場競争の促進」「地域経済活

性化」の役割を担うことが期待されたのである。

しかし、こうした積極的な位置づけに対し、当

時の日本中小企業学会の会員には異論を唱える

人も多く2、マルクス経済学を理論的支柱とす

る人が依然多かったのである3。

新基本法の中で、市場競争促進のフレーズ

が見られるように、日本でも中小企業の積極的

な役割が期待されるようになったが、このころ

から日本でも中小企業の役割や成果を計量経

済学の手法で分析する研究が見られるように

なる4。

次に、日本の中小企業研究に経営的視点を

導入したひとりに末松玄六がいる。末松（1953）

は『改訂増補　中小企業の合理的経営』の中で、

「戦後、中小企業の危機を克服するには、金融

をはじめとする中小企業を取り巻く環境を良く

することが根本ではあるが、環境論を振り回す

だけでは中小企業を救い出すことはできない。

率直に自己の経営の中に巣食う欠陥を認め、改

善すべきは改善し、遅れたところを近代化して

競争に勝ち抜くだけの態勢を整えることも大事

である。ここに、中小企業の経営に欠くことの

できない原則をできるだけ総合的に明らかと

し、合理的経営の姿を映し出すことを目的とし

て本書を記した」とある。日本での経営学の生

成・発展の歴史5からすると、中小企業分野へ

の経営学や経営理論の適用はかなり遅いとい

える。

本稿では、これまでの中小企業研究を概観し

ながら、経営学や経営理論の適用が少なかった

背景を探る。その上で、中小企業研究の新しい

視座として、中小企業を分析する際の単位とし

て「中小企業ネットワーク体」を疑似企業体と

して見ることを提案するとともに、中小企業ネ

ットワークを形成することの意味について検討

する。

２．これまでの中小企業研究の概観

（1）マルクス経済学による中小企業研究

日本で中小企業に関する最初の論考は、農

商務省・前田正名編纂の『興業意見』（1884年

明治17年）や前田正名6の『所見』（1892年）

だとされる。当時の日本は、開国して十数年経

っているが、欧米先進国に比べて様々な側面で

遅れが目立っており、殖産興業や富国強兵を合

言葉に、欧米の先進技術を取り入れながら近代

化に邁進していた時期である。その当時、大工

場が急激に成長を遂げており、それ以外の小工

場との間にいわゆる中小企業問題が発生してい

た。『興業意見』や『所見』では、小工場の中

心であった在来産業と、先進資本主義国から移
２	中小企業基本法が改正された翌年の2000年9月30日と10月1日に日本中小企業学会第20回全国大会が駒澤大学で開催され、大会テーマは『中小企業

政策の「大転換」』であった。当日の様子が記された学会誌の「はしがき」に、「前年（1999年）秋の中小企業基本法の全面改正後にはじめて開かれた
大会であったが、戦後中小企業政策の大転換という認識では一致したが、新政策の評価という点では相当に見解が分かれた」とある（日本中小企業学
会編（2001））。

３	 言うまでもないが、異論を唱えた人すべてがマルクス経済学を理論的支柱としていたわけではない。
４	たとえば岡室（2004）、（2006）がある。　
５	日本での経営学の導入は、大正期だとされる（片岡（2017））
６	 前田正名は明治政府の官僚として、殖産興業政策の政策立案をした中心人物である。
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植された機械制大工業との間に発生した問題を

取り上げ、在来産業の振興を主張したのである7。

学問としての中小企業論が活発化したのは、

小宮山琢二、藤田敬三、山中篤太郎らが活躍し

た1940年代である。小宮山と藤田は「藤田・

小宮山論争」として、後世の中小企業研究者

に語り継がれる論争を惹き起こしたが、論争が

起こるのは、学問として活発化している証左で

ある。また、山中は「中小企業は異質多元な存

立主体である」の名言を残しており、現在も多

くの研究者に引用されている。

当時はマルクス経済学の視点で論じられるこ

とが多かったが、マルクスは、資本主義社会は

やがて終焉し、そのあとにやってくる社会主義

社会のことを論じた。資本主義社会の中では巨

大独占企業に資本が集中し、大規模な経済恐

慌が大量の倒産や失業者を発生させるなど、資

本主義が抱える諸矛盾を明らかとした。なかで

も労働者と資本家の階級対立は、中小企業と大

企業の対立関係に適用され、中小企業研究の

理論的支柱となったのである。

1950年代後半になると、「二重構造問題」が

提起される。有沢広巳は雑誌『世界』（1957年

3月号）の中で、神武以来の好景気にあるもか

かわらず、低賃金・低所得層がますます増えて

いる事実を捉え、日本経済、社会の二重構造問

題として取り上げた。1957年の『経済白書』

でも取り上げられ、二重構造問題は当時を示す

言葉として急速に普及した。欧米先進国と後進

国である日本、後進国日本の中で、ある程度近

代化が進んだ大企業と、遅れた存在の中小企

業という二重構造問題として提起されたが、中

小企業の置かれた状況、すなわち問題性を説

明するときに、マルクス経済学との相性が良か

ったのである。日本の中小企業は下請問題が大

きな問題だったが、これも支配・従属関係のな

かで、搾取する側とされる側という関係を議論

するときに、マルクス経済学の視点で分析され

ることが多かった。すなわち、弱い立場として

の中小企業や、下請企業をいかに自立させるか

を考えるときに、資本論の中で取り上げられた

資本家と労働者との関係が、大企業と中小企業

（下請企業）という関係に置き換えられたので

ある。

二重構造問題を抱えた日本は、中小企業に

対しては旧式な設備の廃棄と、代わりに最新設

備を導入する近代化政策を推し進めたこともあ

り、大企業との資本装備率格差や、付加価値

生産性格差、さらには賃金格差も縮小する傾向

を見せた8。その後日本は、1960年代から70年

代にかけて高度成長期を迎えるが、大企業と中

小企業の賃金格差が縮小し、格差問題はいっ

たん解消する。実体経済において大企業と中小

企業の格差が縮小したこともあり、それまで隆

盛を誇ってきたマルクス経済学に替わり、現実

を理論的に解明したり、今後を展望したりする

上で、近代経済学が力を持つようになったので

ある。

（2）近代経済学による中小企業研究

近代経済学は、国がマクロ政策を考えるとき

に有効な学問である。たとえば、マクロ経済学

７	 藤田・竹内（1972）p.p10-12		
８	中小企業庁（1993年）p.252
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では最初にY＝C＋Ⅰ＋G＋EX－IMの方程式

が登場する。国内総生産（Y）は消費支出（C）、

設備投資（I）、政府支出（G）、輸出（EX）の

合計から輸入（IM）を引いたものとあらわせる。

経済学的には、この国内総生産（GDP）を増や

すためにどのようにすればよいかを考えてきた

といえ、経済成長を持続させるために、消費や

設備投資を増やす方策、あるいは輸出を増やす

ための方策などを、金融政策や財政政策を活用

しながら実施してきた。このGDPの中で6割近

くのウェイトを占めるのが消費支出で、景気を

考える上で重要な役割を果たしている。

近代経済学は資本主義経済を分析する理論

として発展してきたが、資本主義社会は旺盛な

消費需要と企業の自由な競争によって成り立っ

ており、特に重要な役割を果たしてきたのが消

費である。戦後、焼け野原だった日本が「東洋

の奇跡」と称されるほどに復興・発展し、高度

成長期を迎えたが、成長発展の中で重要な役

割を果たしたのが個人消費で、その源は人々の

「欲望」である。

戦後、焼け野原となって物資が枯渇していた

ときは、モノであれば何でも売れた時代で、工

場設備の近代化とともに大量生産が行われた。

1950年代後半になると白黒テレビ、洗濯機、

冷蔵庫が「三種の神器」としてもてはやされ、

大量生産、大量消費の時代が幕を切って落とさ

れたのである。60年代後半からの高度成長期

になると、隣の人よりも大きなクルマに乗りた

いなど、ヒトの無限の欲望がさらに消費を盛り

上げた。消費が増えることでそれを作る製造業

の新たな設備投資につながり、持続的な経済成

長、つまりは右肩上がりの経済成長が実現した

のである。日本では1960年代後半から高度成

長が始まったが、「ウチのテレビには色がない、

隣のテレビには色がある」（1965年）「隣の車が

小さく見えます」（1971年）といったテレビCM

が流されたが、人々の欲望をいかに高揚させる

かが消費財メーカーにとって大きなテーマとな

り、マーケティング理論が発展した。1964年に

は東京オリンピック、1970年には日本万国博覧

会が開催されたが、日本が戦後復興を経て、高

度成長を成し遂げたことを世界に向けてアピー

ルしたのである。

経済学の中のミクロ経済学は、家計（消費者）

や企業（生産者）などの経済主体が取引を行う

市場を分析対象とし、価格によって資源の最適

分配が行われることを研究するが、岡室（2004）

によれば、欧米諸国を中心に中小企業研究が活

発になるが、日本では中小企業に関して重要な

研究課題は多いものの、ミクロ経済学の理論や

分析手法に基づく研究は意外に少ない、として

いる。また、岡室（2006）は「中小企業研究に

おける計量分析の意義と課題」の中で、日本の

中小企業研究に関する計量的研究は大きく遅れ

をとっていると指摘している。

一方、経営学は、企業が有する経営資源を

どの分野に配分するか（経営戦略論）、そのた

めの組織はどうあるべきか（組織論）などを扱

う学問だが、競争社会において企業がより優位

な位置を占めることを考える学問である。競争

社会を前提としていることからして、資本主義

社会を前提としているが、経済学と比べ学問的

歴史は短い。

企業間で自由な競争が行われることが資本主

義の前提だとすると、そこには当然、優勝劣敗
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が発生する。マクロ経済学では、こうした個別

企業の優勝劣敗は問題としないが、個々の企業

にとっては大きな問題であり、そこに着目した

のが経営学である。経営学は基本的には1社の

企業を取り上げ、その戦略や組織、行動を分析

してきたのである。

（3） 中小企業研究における経営学や経営論的

アプローチ

①	末松玄六の経営論的視点による中小企業

研究

末松玄六は前掲の末松（1953）に続き、中

小企業自体の内部を解明するために経営論的ア

プローチの重要性を説いた。すなわち、末松

（1956）『中小企業経営論』の序文に、この本が

出版された昭和20年代後半から30年頃の時代

背景をもとに、以下のように記している。「中

小企業の重要性がうたわれているにも関わら

ず、中小企業問題は根本的な解決に向かってい

ない。（中略）いまや他力本願では中小企業は

救われない。何よりもまず自己の経営に内在す

る非合理的要因を真剣につきとめ、これを取り

除いて社会的に見て真に有用な経済単位とし

て、自力で立ち上がることができてこそ、たと

えば組織力による政府等への働きかけのごとき

も、初めて威力を発揮するものといえよう。（中

略）中小企業の経営学的研究が次第に重要な

意味を持つに至った理由はここにある」として

いる。末松は、マルクス経済学の立場を取る研

究者たちが、中小企業を塊として捉え議論を展

開する中で、個別中小企業を強くすることの重

要性にいち早く気づき、経営学的視点での分析

の重要性を訴えたといえる。

末松（1972）の『中小企業の経営戦略』では、

中小企業の側からトピックスごとに問題解明を

試みている。以下はその章毎のタイトルである。

第1章	中小企業の特質・概念・問題、第2章	

企業倒産の予測、第3章	資金の調達戦略、第4

章	経営規模の選択戦略、第5章	寡占体制下の

防衛戦略、第6章	モーティベーション戦略－主

体経営への転換、第7章	マーケティング戦略、

第8章	成長戦略としてのフランチャイズ・シス

テム、第9章	問屋と小売店の流通革命戦略、

第10章	組織化戦略－高度化より共存化へ、第

11章	環境変化に対する対応戦略、第12章	中

小企業の将来　となっている。

末松の経営論的アプローチは、マルクス経済

学的アプローチのように、中小企業が弱者なの

は大企業の支配・従属関係にあるからではなく、

中小企業側に要因を求めている。大企業と伍し

て活動していくには中小企業の自立が必要で、

そのための方策を中小企業視点で論じていると

ころに特徴がある。ただし、当然ではあるが、

1972年の出版ということもあり、今日の経営戦

略論の体系（たとえば、後述の川上が示したよ

うな体系）にはなっておらず、当時の重要なト

ピックスを経営的な視点で分析したものとなっ

ている。

②中山金治の中小企業経営論

中山金治（1978）は、「中小企業経営論の問

題視角」のなかで、「経営学が資本主義の展開

のもとで、支配的になってくる大企業の内部経

済の合理化と外部経済の利用の目的から展開し

てきたものである限り、大企業の経験と矛盾の

解決を主たる内容とし、中小企業の問題性を内
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に含むものではありえない。その意味では、経

営学は『企業一般の学』とはいいえないし、『中

小企業の経営学』は成立しえない。だが、大企

業の経営学が中小企業の一部を対象としえる

し、問題の一部にも一定の有用性をもちうると

いうことで、『中小企業の経営論』はありえる」。

さらに、「中小企業に関する実践的経営論が数

多くあるが、その内容が中小企業独自の理論と

いえるものは皆無であり、本来は大企業のもの

である経営学を中小企業に適用したにすぎな

い」とする。

③近年の中小企業経営論

近年になると、中小企業経営論や中小企業

経営戦略をタイトルとする書籍や論文が散見さ

れるようになる。書籍では、山本久義（1984）『中

小企業経営論』、坂本光司（1998）『新・ゼミナ

ール中小企業経営論－課題・目標・実践』、寺

本義也・原田保（編著）（2001）『新中小企業

経営論』、井上善海（2007）『中小企業の戦略

―戦略優位の中小企業経営論』、宮脇俊哉

（2008）『マーケティングと中小企業の経営戦略

―マーケティングの基礎から中小企業の経営戦

略、ベンチャー企業経営を学ぶ』、池田潔（2018）

『現代中小企業の経営戦略と地域・社会との共

生－「知足型経営」を考える』などがある。

ここでは川上（2013）の論文、「中小企業研

究への経営学的アプローチ－特殊経営学として

の中小企業経営論－」を取り上げてみよう。川

上は中山と同じく、「経営学が対象とする企業

は大企業で、それも株式を公開し、証券取引所

に上場している大企業であり、中小企業へのア

プローチは『特殊経営学＝中小企業経営論』か

らのアプローチ」が必要だとする。また、「特

殊経営学＝中小企業経営論からのアプローチを

とるのは、企業数が圧倒的に多いからではなく、

大企業とは質的に異なっているから」とし、「中

小企業のマネジメント（経営、管理、経営管理）

について考察するといっても、よほど断らなけ

れば大企業や巨大企業を研究対象とする経営

学（＝一般経営学）の分析手法は使い得ない」

としている。その上で、中小企業経営論の内容・

体系として次のような内容を挙げている（表1）。

なお、川上の中小企業経営論の対象となる中小

企業は、渡辺・中山（1986）の「経営学をその

まま適用しえる階層（企業）は30人以上の規

模を中心として、全体の10 ～ 15％にすぎない」

を引用しつつも、「生業」層にも経営現象が見

られることからこれを含め、また、上限は上場

していない企業とする9。

９	 川上（2013）
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３．中小企業に経営学的視点の導入

（1） 中小企業ネットワーク体を疑似企業体とし

て捉える

これまで中小企業を経営学や経営論の視点

で分析することは、すでに中山が指摘した理由

等もあり少なかった。それ以外にも、狭義の経

営学は経営戦略論と組織論で構成されるが、

組織論の視点で分析しようとすると、組織を構

成するためには少なくとも2人以上のメンバー

が必要となるが、個人経営の中小企業など、日

本には小規模規模の中小企業が多く存在し、

組織論の分析になじまなかったことがある10。

同様に、経営戦略論視点での分析もそれほど

多くはない。経営戦略論も他社との厳しい競争

が繰り広げられる中、自社が競争優位に立つた

め、限りある企業の経営資源をどの分野に重点

的に配分するかを論じるものと定義すると、先

の組織論と同じく、小零細規模の企業では重要

な経営資源である「ヒト」を配分しようにも配

分できないことがある。経営資源の配分を論じ

る経営戦略論にもなじまなかったのである。

そこで、以下では試論として、中小企業に経

営学や経営理論を適用するときに、中小企業ネ

ットワーク11を一つの疑似企業体として捉える

ことを提案する。こうすることで、規模の小さ

い中小企業に経営学や経営理論を適用するとき

の問題を回避できると考えるからである。すな

（A）一般的分野
中小企業認識論，中小企業史，学説史
企業の理論的解明，大企業出現のメカニズム，企業家論，企業統治（コーポレート・ガバナンス），
企業の社会的責任（CSR），創業・企業論，企業ライフサイクル論
ファミリー企業論，NPO論，ソーシャルビジネス論，ベンチャー企業論
中小企業経営論の研究方法，管理論史，経営理念，経営者論（トップ・マネジメント論），
管理過程論，動機付け理論，組織論，人事・労務管理論（ヒューマン・リソース・マネジメント論），
経営政策論，リスク・マネジメント論，意思決定論，経営戦略論（企業戦略論（1）），国際経営論，
マーケティング・マネジメント論，事務管理論，購買管理論，研究開発管理論，生産管理論，販売
管理論，財務管理論，情報管理論，環境経営論，リーダーシップ論（承継経営論・転廃業論・企業
再生論，BCP・BCM論）

（B）大企業と直接関わる分野
下請企業経営論（2），ネットワーク経営論・メッシュ経営論（承継経営論・転廃業論・企業再生論，
BCP・BCM論）

表1　川上義明による中小企業経営論の内容・体系

注（1）ここでは、個別企業の枠を超えた（企業閥グループレベルにおける）経営戦略。
（2）大企業側からみた場合には、「外注管理」あるいは「下請け管理」「協力工場管理」ということになるだろう。

資料：川上義明（2013）

10	小規模企業とは、「製造業」「建設業」「運輸業その他の業種」は従業員20人以下、「卸売業」「サービス業」「小売業」は同5人以下の企業を言う。中小
企業白書（2019）によると、2016年の小規模企業は304.8万社で、企業数全体の84.9%を占めている。また、「平成26年経済センサス基礎調査」によると、
全国の個人企業は約210万事業所が存在する。また、従業員がいない一人会社も存在する。

11	本稿でのネットワークは、共通の目標や目的を遂行するため、2社以上の企業もしくは組織がネットワーク内に存在し、共通の目標や目的遂行のために
内部調整が行われる継続的な組織とする。
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わち、中小企業ネットワークを共通の目的を持

った中小企業からなる組織体として捉えること

で、経営学や経営理論を適用することが可能と

なるほか、これまで経営資源の不足により発生

した諸課題の解決にもつながる。

本稿での中小企業ネットワークの参加企業

は、川上と同様、生業層も含むものとする。そ

の理由は、生業であっても自分たちの意思でネ

ットワークを組むことができるからである。ま

た、規模の上限は、後述のように、大企業と下

請のネットワークを含めないとしたが、上場企

業や大企業を含めないことに加え、質的基準と

して、一方的にメンバー企業に指示・命令を出

すような企業も除外する。そういう意味で、今

回想定している中小企業ネットワークは、上下

関係のないフラットな組織である。

また、今回の中小企業ネットワークには後述

の理由から、事業協同組合などの “官製ネット

ワーク” は入れないほか、大企業と下請とのネ

ットワーク、コンビニエンスストアなど大企業

が主宰するフランチャイズチェーンも除外して

いる。

（2） 本稿で取り上げる中小企業ネットワークと

その特徴

一般に、中小企業ネットワークというと、後

述する「自発的中小企業ネットワーク」のほか、

事業協同組合、下請組織、大企業が主宰する

フランチャイズチェーン、異業種交流組織、農

商工連携などが頭に浮かぶ。しかし、本稿では

事業協同組合の多くや、下請組織、大企業が

主宰のフランチャイズチェーンは中小企業ネッ

トワークの対象から除外する12。

その理由として、まず事業協同組合は、なか

には中小企業が自発的に組織した組合もある

が、中小企業が自らの意思で組織化したという

よりも、国や都道府県、中小企業団体中央会な

どの勧めで組織化されたところが多いことがあ

る。事業協同組合は、1949（昭和24）年に制

定された中小企業等協同組合法において、その

活動内容が定められており、具体的には、生産、

加工、販売、購買、保管、運送、検査、その

他組合員の事業に関する共同事業とある。当時

は二重構造問題が公に提起される前であった

が、大企業と比べて遅れた存在であった中小

企業を近代化させることが、日本が欧米先進国

に追いつくための急務の課題であった。このた

め国は、同じく中小企業等協同組合法で定めら

れたところの全国中小企業団体中央会や、各都

道府県に中小企業団体中央会を設置した。この

中央会によって、同業種の中小企業による組合

設立や、その運営指導が行われたほか、国が

打ち出した中小企業政策に関する情報伝達や

周知徹底等が行われた。

ところで、現在の事業協同組合の活動を見る

と、なかには共同受注の窓口として機能してい

るところや、最近では外国人技能実習生の受入

事業を行っているところもあるが、かつての近

代化推進事業のように、目標達成に向けて業界

が一丸となって取り組むべき大きな課題が減少

12	このほか、商工会や商工会議所、中小企業団体中央会の商工団体を、中小企業が参加・活用しているネットワークに入れられることがある（関・中山編
（2017）。これらは国の設置法に基づいて作られた特別認可法人であり、今回の自発的中小企業ネットワークや、他のネットワークと比べ、活動内容が金
融、相談、研修など中小企業に対する各種支援事業のほか、陳情など多岐にわたるため、本稿では除外する。
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していること13、企業経営者の高齢化が進み廃

業するところが増えていること等もあり、加入

企業数が減少している組合が多く14、近年の組

合活動は近代化促進時代の時ほどには活発で

はない。したがって、メンバー企業が自発的に

事業協同組合として活動しているところは別と

して、多くは自発的中小企業ネットワークから

は外れることになる。

次に下請組織だが、中小企業庁では伝統的

に下請取引を中小企業ネットワークに含めてい

る15。しかし、このネットワークの頂点には大

企業が位置し、中小企業だけの組織ではないこ

と、しかも、このネットワークは、ネットワー

クの頂点に位置する大企業が組織化したもの

で、中小企業が主体となって組織化したもので

はないことから、今回の対象には含めない。コ

ンビニエンスストアなど大手企業が主宰するフ

ランチャイズチェーンも同様の理由で対象から

除外する。

取り上げなかった理由からも明らかなよう

に、自発的中小企業ネットワークは、中小企業

が自らの目的遂行のために中小企業が主宰者と

なり、2社以上の中小企業が自発的に集まった

中小企業ネットワークである。主宰者とネット

ワーク内の他の中小企業との紐帯が強いのはも

ちろんだが、中小企業どうしの紐帯が強いこと

も特徴である（表2）。中小企業ネットワーク内

でメンバーが活動するときに、他から一方的に

指示・命令を受けることはなく、一方で、中小

企業ネットワークの目的達成に向けてメンバー

に働きかけながら、協働して事に当たるなど、

メンバー企業それぞれに自発性が備わっている

ことが重要である。このことからすると、本稿

の事例には取り上げてはいないが、異業種交流

会や異業種交流組合などの異業種交流組織、

農商工連携も対象となる。ちなみに、異業種交

13	その中にあって、事業承継問題は近年の我が国中小企業にとって最大の問題で、事業協同組合にとっても大きな問題となっている。しかし、事業承継そ
のものは個別企業の問題であり、かつての近代化推進事業のように多額の補助金を活用しながら業界ぐるみで対応するということは打ち出しにくく、セ
ミナー等の開催により、関心のある企業に参加してもらい、情報提供程度にとどまっている。また、近代化促進に代わるものとして「モノづくり補助金」
があるが、業界ぐるみで取り組む話ではなく、対象はあくまで個人企業である。

14	商工組合中央金庫と商工総合研究所の調査によると、組合員に起因する最大の課題、問題点として、「組合員の減少」が最上位にあがっている（商工組
合中央金庫・商工総合研究所（2020））。

15『中小企業白書』2003年版において、「中小企業のネットワークとして、従来、代表的なものであったのは、下請企業と親事業者との間に見られる分業
関係、すなわち垂直連携ネットワークである」としているほか、2008年版の同白書においても、「中小企業のネットワークとして、かつて日本的経営の
特徴の一つとして挙げられていたものは、大企業を頂点とし、下請中小企業が部品の製造等を長期固定的に受注するという『系列』取引関係である」と
している（中小企業庁編（2003）p.182、中小企業庁編（2008）p.188）。

主宰者・発起人
主宰者・発起人
とメンバー企業
の紐帯

ネットワーク内
の中小企業どう
しの紐帯

ネットワークメ
ンバーの自発性 国による許認可

自発的中小企業ネットワーク 中小企業 強い 強い 強い 無し
異業種交流組織 中小企業 強い 強い 強い 注参照
農商工連携 中小企業 強い 強い 強い 有り
事業協同組合 中小企業 強い やや弱い やや弱い 有り
下請組織 大企業 強い 弱い 弱い 無し
フランチャイズチェーン 大企業 強い 弱い 弱い 無し

資料：筆者作成。
注：異業種交流組織の内、異業種交流会は国による許認可は必要ないが、異業種交流組合では必要となる。

表2　中小企業ネットワークの諸特徴
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流組合や農商工連携は国による許認可が必要

となり、その意味では「官製ネットワーク」的

要素も持っているが、メンバー企業に自発性が

備わっていることから、自発的中小企業ネット

ワークに含めることとする。なお、この自発的

中小企業ネットワークは、筆者がかつて「新た

な中小企業ネットワーク」と呼んだものと同じ

である。

そこで、新たな中小企業ネットワークについ

て、あらためてその特徴を見ることとしよう。

新たな中小企業ネットワークとは、2000年前後

に登場した中小企業ネットワークで、融合化法

（1988年制定）時代に誕生した異業種交流のネ

ットワークと区別するためネーミングしたもの

だが、その特徴は次のようである。池田（2012）

および池田（2018）で示したように、新たな中

小企業ネットワーク以前の事業協同組合や融合

化法時代のネットワークが、官主導の「官製ネ

ットワーク」16だったのに対し、新たなネットワ

ークは民主導であった点が大きく異なる。した

がって、本稿で対象とするネットワークは、中

小企業が自発的にネットワーク化を図ったもの

が対象となる。

以下では、京都試作ネットを例に、自発的中

小企業ネットワークの設立動機を見よう。

〈京都試作ネット17〉

京都試作ネットは、京都府南部に所在する機

械金属関連の中小企業10社が2001年7月に立

ち上げた「試作に特化したソリューション提供

サービス」のサイトである。母体となったのは、

機械金属関連の中小企業約80社からなる京都

機械金属中小企業青年連絡会（機青連）で、

1982年に中小企業数社の情報交換の場として

発足した。

機青連で代表幹事を務めた秋田公司氏は、

役員としての任期終了後も何らかの活動を続け

たいとの思いから、92年1月に「経営研究会」

を立ち上げた。研究会そのものはマーケティン

グを中心とする勉強会だったが、回を重ねるな

かで自分たちの生活基盤である京都に対するこ

だわりと地域を活性化したいとの思いが強まっ

た。すなわち全国的に空洞化の懸念が強まるな

か、自分たちの仕事は自分たちで創出するしか

ない、中国に出て行くのは大手企業に任せてお

き、地域の雇用や暮らしを守るのはむしろ地域

中小企業の役割ではないか、といった議論を交

わしたという。これには、秋田氏がこれまで

PTAの会長を務めるなど、地域への思いが人

一倍強かったことがある。

研究会はその後、「未来企業の会」（97年6月

発足）や「新未来企業の会」（98年6月発足）

へと発展し、さらに議論を重ねる中で、当時急

速に普及しつつあったインターネットや携帯電

話を活用することに活路を見出すことになり、

現在に至っている。

現在、京都試作ネットのメンバーになるには、

35人の理事のうち2人の推薦と、入会時の面接、

その後、半年間の準会員を経て正式メンバーに

なれるかが決定される。準会員のときにドラッ

カーのマネジメントに関する本を学習してもら

い、京都試作ネットの共通言語であるマーケテ

16	官製については、池田（2019）を参照のこと。
17	池田（2012）、池田（2018）、池田（2019）による。詳細はそちらを参照のこと。
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ィングやイノベーションについて、修得する必

要がある。メンバー企業は年会費を60万円（当

初は120万円）収める必要があるが、初代代表

理事の鈴木三朗氏によると、代表理事18の企業

であっても10年間は会費以上の仕事をもらっ

たことはなく、現在も、京都試作ネット経由の

仕事が件数で5割以上を超えているメンバー企

業はいないとのことであった。また、受注を得

るためだけの目的で会員になりたい希望者には

加入を認めておらず、実際、これまでに断った

ケースもあるという。

（3） 自発的中小企業ネットワークを疑似企業体

として見ることの妥当性

自発的中小企業ネットワークを一つの疑似企

業体として見ることの妥当性を検討するため、

ネットワーク体の行動特性やネットワークに所

属する企業行動から見よう。ここでは、企業と

同じような行動をネットワーク体でとれている

かが、疑似企業体として見られるかの評価ポイ

ントとなる。

企業とはどんな存在か。伊丹・加護野（2003）

によれば、企業の本質として、①技術的変換体

（需要と技術をつなぐ存在）としての企業、②

情報蓄積体としての企業、③ヒトの結合体とカ

ネの結合体としての企業、④資源配分体として

の企業、⑤分配機構としての企業の5つがあり、

企業を率いる経営者の役割として、①トラブル

シューター（もめごと解決人）、②まとめ役、

③戦略家、④伝道師の4つを挙げる。

この企業の本質と経営者の役割は、自発的中

小企業ネットワークにおいても無理なく適用で

きる。その理由は、今回想定している中小企業

ネットワークは、事業協同組合や融合化法時代

のネットワークのような「官製ネットワーク」

ではなく、あくまで中小企業が自発的に形成し

たものであるからである。また、事業協同組合

でよく見られる共同購入等のスケールメリット

を追及する共同事業ではなく、受注、開発、試

作など、本業と直結する事業を共同で行ってい

る。したがって、中小企業ネットワークという

ネットワーク体ではあるが、企業としての特徴

を備えている。　

京都試作ネットを例にとると、企業の本質と

して挙げられた①は、同ネットワークが試作す

ることを目的としており、試作依頼（需要）を

メンバー企業の技術を結集した試作品で応えて

いる。②は様々な加工ノウハウ等を持ったメン

バー企業の集合体（ネットワーク体）を情報蓄

積体として捉えることができる。③はメンバー

企業の人材や設備、さらには京都試作ネットの

場合、年間3千万円ほどの研究資金を活用しな

がら試作品づくりを行っているが、資金を出し

て材料を買い、試作品を販売して代金を受け取

る市場取引を行っている。④は試作を受注した

とき、メンバー企業の誰が、あるいは誰と誰が

組んでやるのかということを決める必要がある

が、当然、ネットワーク体の中で調整・判断が

行われている。ただし、1企業では経営者が最

終的に調整や判断を行うが、本稿で想定してい

る自発的の中小企業ネットワークはフラットな

組織であるため、一方的に誰かが命令・指示す

るのではなく、協議して決定される。⑤は伊丹・

加護野（2003）の中では、富の分配機構、権

18	代表理事は1期5年の任期で、現在の鈴木滋朗氏は4代目である。
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力の分配機構、名誉の分配機構、時間の分配

機構を挙げ、その4つの分配機構の背後に共通

するものとして、働く人々の間の仕事の分配を

企業が行っているとする。

「分配」という表現は上下関係を含んでいる

ため、フラットな組織を想定している自発的中

小企業ネットワークにはそぐわないところがあ

るが、受注した試作品をメンバー企業の誰かが

作るため、結果としてメンバー企業に仕事を分

配することになる。

次に、経営者の役割であるが、自発的中小

企業ネットワークには、ネットワークを最終的

に束ねるリーダー（代表理事）が存在する。ネ

ットワークのメンバー企業も企業経営者であ

り、自社企業の中で4つの役割を果たしている

が、自発的中小企業ネットワークのリーダーも、

ネットワーク体の中で同様の役割を果たしてい

る。京都試作ネットを例に考えると、①はトラ

ブルが起こらないように、頻繁に会議や勉強会

を行って信頼関係を築いているほか、超試作を

考える③の戦略家としての役割を担いながら、

②のまとめ役も果たしている。さらに、④は新

規メンバーが加入したときに、京都試作ネット

の理念を伝えている。

以上から、今回想定している自発的中小企業

ネットワークは、企業と同じように捉えられる

ことがわかったが、そのことは自発的中小企業

ネットワーク体に、経営学や経営理論が適用で

きることを意味している。このことは、中小企

業は中小企業自らがネットワークを組織するこ

とで、自社単独ではできなかったことができる

ようになるほか、経営学の経営戦略論や組織論

で使われている理論やツールを実際に適用し、

将来を見据えた経営を遂行できるのである。

４．中小企業ネットワーク形成の意味と
自発的中小企業ネットワークへの加
入動機

近年、グローバル化の深化とともに、多くの

中小製造業において、これまでの特定親企業と

の下請関係が崩壊しつつある。こうしたなか、

中小製造業の脱下請の方向性のひとつとして、

自社製品を持つことや、自律化が求められてい

るが19、今後はそれに加えて、中小企業どうし

が自発的にネットワークを組み、疑似企業体と

しての活動が重要となる。ここでは、中小企業

がネットワーク形成する意味と、自発的中小企

業ネットワークに加入する動機について見よう。

（1） 中小企業ネットワークを中間組織として

捉える見方

中小企業ネットワークが存在する理由とし

て、これまで取引費用の視点から分析されるこ

とが多かった。すなわち、ネットワーク体を市

場と組織の中間組織として捉えることで、取引

費用を最小化できるとする見方である。

中間組織の元々の議論はウィリアムソン

O.E.（1975）によるもので、市場と組織の間に

位置する形態を論じており、親企業と下請企業

との下請関係も該当する。すなわち、市場取引

には取引コストが発生するが、この取引コスト

を回避するために、企業は取引先を自社資本に

内部化した組織取引（垂直統合）という形態を

選択する。逆に内部化した組織形態を選択する

19	池田（2012）
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と、内部化コストが発生するが、それが取引コ

ストを上回るときには、市場取引という形態を

採用する。その中間的な形態が中間組織である。

この中間組織の考え方によると、たとえば親

企業と下請企業との取引関係に見るように、下

請関係を形成することで、取引コストや内部コ

ストが低減し、トータルコストの削減が期待さ

れる。しかし、日本で下請が形成された背景を

見ると、大企業である親企業といえどもその資

本力はアメリカ企業などと比べて弱く、自前で

すべての設備を揃えることが難しく、内部組織

で調達することが難しかったこと、一方、市場

取引を進めるほどには、中小企業の技術力や生

産能力が高くなく、そのことは特に第二次世界

大戦前に顕著となった。すなわち、当時の日本

は軍事力を高める必要があったが、そのため、

大企業は選別した中小企業を系列化し、兵器

の生産能力を高めていった。こうした下請取引

は戦後も続き、日本で下請取引が広がっていっ

たのである。

中間組織の議論では、結果としてのトータル

コストが下がることは説明できるが、中小企業

ネットワークを構成するメンバー企業の個々の

加入動機は見えてこない。以下では、レント概

念を用いて、なぜ自発的中小企業ネットワーク

を組織するのか、その加入動機を見よう。

（2） レントから見た自発的中小企業ネットワーク

への加入動機

①	京都試作ネットの加入動機は「学び」と単

独では獲得できない新情報の獲得

京都試作ネットの運営は、メンバー企業から

の会費と、京都試作ネットを通じて受注した仕

事の5％の上納金で成り立っており、年間では

3千万円程度の予算規模となる。この予算は、

京都試作ネットの運営費用のほか、新分野進出

を考えている企業に研究費として支給される。

設立当初は国内で試作を請け負うところが少な

く、京都試作ネットはさまざまな企業から重宝

されたが、近年は他にも試作を請け負うとこと

が増えている。そこで、現在は “超試作” をテ

ーマとする実験的な研究を行っており、次代に

向けた取り組みを進めている。

京都試作ネットを見る上で、重要な意味を持

つのが創設当時から変わらない理念である。そ

こには、「商品開発初期段階から顧客と一緒に

参画し、加工業者からの提案をし、顧客の開発

の効率化を図る。企業連合で智恵を出し合って

創発し、顧客にソリューションを提供し、新し

い価値を創造する。試作という高度なものづく

りを通じて、それに携わる人々に人としての成

長の機会を提供する」と記されている。企業経

営において理念が大切であることは論を待たな

いが、理念そのものは組織がサステナブルにな

るための必要条件であっても十分条件ではな

い。理念の考え方が従業員に浸透し、従業員

の側も理念に沿った行動をする「自己組織

化」20が図られることが重要である。

京都試作ネットの場合、理念に沿った活動を

するのは、それぞれメンバー企業の代表者（社

長）である。その代表者が正式なメンバー（正

会員）になるには、半年間の間に正会員となる

ための選考が行われることや、ドラッカーの勉

強会、高額な年会費など、ハードルはかなり高

20		「自己組織化」とは、自らの組織構造に依拠しながら、自律的に秩序を持つ構造を作り出す現象のことをいう。
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い。しかも、受注を得るためだけに京都試作ネ

ットに入ろうと考える人は、そもそも入会を拒

否される。それではいったい何のためにメンバ

ー企業になろうとするのか。鈴木代表理事は、

「受注は結果で、マーケティングとイノベーシ

ョンをすることが目的である。1社では偏った

情報しか入らないが、自分たちが望まれるもの、

作れるものは何かをつかみ、それを実験的にす

るのが共同受注だった。設立当初、京都を一大

試作の集積地にすることを掲げており、活動し

ている地域の産業を発展、活性化させることを

代々守り続けている。また、活動の中心は共同

受注ではなく、真ん中には『学び』がある」と

語っている。メンバーになることで即時的利益

を追求するのではなく、得られた情報やノウハ

ウは、メンバーの35社の中だけで共有され、メ

ンバーにならないと得られない情報の存在が京

都試作ネットに入った企業のメリットであり、

京都試作ネットに入る動機や意味である。

また、得がたい情報というと、京都試作ネッ

トならではの情報が入手できることがある。こ

れまで中小製造業は特定の親企業を取引先に

持つ下請であることが多く、そこでは長期継続

的取引が行われていた。長期継続的取引の下

では、親企業からしばしば次の新製品の「企画」

が出され、下請企業にも対応が求められた。具

体的には、新しい部品作りや加工を意味するが、

これこそが下請企業にとっても次の技術開発や

加工の方向性を定める情報であった。しかし、

長期継続的取引の割合が低下しつつある現在、

下請企業も独自に自社の技術や加工の方向性

を定める必要が出てくるが、京都試作ネットに

加入すればそれが可能となる。すなわち、京都

試作ネットに発注されるのは試作だが、この試

作こそが次代の新製品や、これから普及するこ

とが予想される新分野と深く関わっているので

ある。業種が違えば入手しにくい新製品がらみ

の情報も、京都試作ネットの評判に引き寄せら

れる形で、様々な分野からの試作依頼が舞い

込む。この内容はまさに、下請のときに得られ

た親企業からの新製品にまつわる情報であり、

これが京都試作ネットに企業を惹きつける原動

力や強みとなっている。

②レントからの見た加入動機

レントとは、経済活動の見返りとして受け取

る収益のことを指すが、ここでは、ネットワー

クに参加しなかった場合、あるいはネットワー

クが存在しなかった場合と比べ、ネットワーク

に参加したこと、あるいはネットワークが存在

したことによって生じる便益とする。

図1は、点線で囲んだ円が一つの中小企業ネ

ットワークを示しており、たとえば京都試作ネ

ットなどを意味する。自発的中小企業ネットワ

ーク全体としての成果を見たもの（共同開発に

よって新製品が生み出され、その結果、ネット

ワーク全体に対する評価や評判が上がることな

ど）が、「中小企業ネットワーク全体で発生し
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たレント」となる21。「個別企業が受取るレント」

は、企業aが中小企業ネットワーク体（京都試

作ネット）から得られるレントを意味している。

京都試作ネットの場合は、「学び」という言葉

が使われていたが、1社単独では入手できない

情報などがそれに該当する。もちろん、それに

加えて、受注したときの売上や利益もそれに当

てはまるほか、ネットワークを通じて獲得した

技術やノウハウなどもレントに含まれる。企業

b、企業c、企業dについても同様である。なお、

企業a、b、c、dのレントは、企業によって受

取る量や質が異なることが予想されることか

ら、線の太さを違えている。

京都試作ネットの場合の個別企業視点のレン

トは、ネットワークに加入することで当面の売

上や利益が増えることや、メンバー企業からの

有益な情報に加え、将来の企業成長に向けた

研究開発による新技術やノウハウの獲得といっ

たレントであり、前者は「当面の課題解決レン

ト」、後者は「将来の課題解決レント」と呼ぶ

ことにする。京都試作ネットは、この2つのレ

ントの中でも、特に将来の課題解決レント22の

獲得を期待してメンバー企業が加入し、活動し

ていると考えられる。

21	筆者は、新たな中小企業ネットワークはネットワーク構成メンバーどうしの “双方向” のやり取りを通じてネットワーク全体の成果を高めていることを指
摘した（池田2018）。たとえば、共同受注を行う中小企業ネットワークの場合、メンバー企業のレベル合わせをするためにお互いが “工場見せ合い会”
を実施し、一番レベルが低い企業のレベルを高めることでネットワーク全体としての加工レベル、技術レベルを高めようとしている。このことは、ネッ
トワークの主宰者（中核企業）とメンバー企業、あるいはメンバー企業相互の双方向のやりとりを通じて「自己組織化」が図られ、その結果、ネットワ
ーク全体の「評判」レントが高まると考えられる。中小企業ネットワークはそれぞれの評判レントを高めるため、試作など得意とする分野に特化して差
別化したり、工場見せ合い会を開催してお互いの技術力を高めたりしている。この中小企業ネットワーク全体で発生しているレントからは、その中小企
業ネットワーク体の活動に存在意義があるかないかが評価される。共通目標がなくなれば、存在意義がなくなり自然消滅するか、自主的な解体、あるい
は新たな共通目標を立てて活動することになる。

22	課題解決レントについては、池田（2018）を参照のこと。

企業 a

企業 b

企業 d

中小企業ネットワーク
全体で発生したレント個別企業が受取るレント

評判

企業 c

資料：筆者作成。

図1　中小企業ネットワークにおけるレント
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（3） 自発的中小企業ネットワークに流れる情報

と創発の発生　　

上述のように、自発的中小企業ネットワーク

のメンバー企業は、当面や将来の課題解決レン

トを求めて参加している。当面の課題解決レン

トは、共同受注によって得られる「売上・利益」

が大きなウェイトを占めているほか、工場見せ

合い会やお互いの経営のあり方について意見交

換することで得られるノウハウ等の「情報」が

その中身である。また、将来の課題解決レント

の中身は、新製品や新技術に関わる「情報」で

ある。

①暗黙知と創発の発生

京都試作ネットの中で取り交わされる情報で

重要な点は、閉じられたメンバー間だけの情報

であることと、「暗黙知」であることである。

限られたメンバーだけの、ここだけの情報であ

るからこそ価値があり、その内容もデータ化（形

式知化）できない暗黙知であるところに意味が

ある。京都試作ネットに新製品作りに関わる試

作依頼が舞い込んだとき、その多くはこれまで

実在しないものを作ることになるが、当然、試

行錯誤して作られ、そこにメンバー企業の持つ

ノウハウや知恵、工夫が投入される。やり取り

された情報は、最終的には設計図に落とし込ま

れ、形式知になるとしても、途中でやり取りさ

れる暗黙知に、自社、あるいは京都試作ネット

のイノベーションにつながるヒントが含まれて

いる。

暗黙知や集合知が発生しているが、そこには

創発が起こっている。ネットワークメンバーの

発言がきっかけとなって自分の問題意識に油が

注がれ、新しいアイデアが生み出されることや、

アイデアとアイデアがぶつかり合って新しい技

術や製品が生まれるのである。この様々なアイ

デアを議論する暗黙知や、議論を契機にそれぞ

れ経営者が持つ知識や知恵を総動員し、様々

に思いを巡らして工夫を凝らし、創発23を生み

出すことにこそ中小企業ネットワークの意味が

ある。京都試作ネットでは、まさにそうした場

が形成されている。なお、創発を生み出すため

には、メンバーの誰彼に遠慮することなく、フ

リーに議論できる場が備わっていることが重要

であり、こうした雰囲気に引き寄せられる形で

メンバーが集まってくると考えられる。　

こうして、レントの発生源は発注先の新製品

情報を基に議論される得がたい暗黙知であるこ

とが分かる。具体的には、新製品開発、新技術

開発に関して、「これは当社の技術で対応でき

る、こちらは貴社の技術が活用できるのではな

いか」など、お互いの持つ技術、加工情報など

が暗黙知のやりとりによって行われているほ

か、メンバー企業の発言がきっかけとなって自

分の問題意識に油が注がれ、新しいアイデアが

生み出されることや、アイデアとアイデアがぶ

つかり合って新しい技術や製品が生まれるので

ある。こうした創発を生み出す環境として、日

常的に工場見せ合い会や研究会を開催するこ

とでお互いのことが良く分かり、強い信頼関係

を背景に、強い絆で結びついた擬似企業体とし

て高い成果をあげている。

ところで、レントの基をさらにたどると、京

都試作ネットの参加企業の技術力や開発力、経

23	京都試作ネットの理念の中にも「創発」の言葉を見ることができる。
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営者の未知なるものへの探求力や意欲にたどり

つくことができ、参加企業や経営者の能力に帰

着する。京都試作ネットには新製品開発にまつ

わる様々な情報が入ってくるが、それはきっか

けであり、レントそのものは参加企業や経営者

自身が生み出している。この点、多くの官製ネ

ットワークは、ネットワーク化を図ることを目

的化したために、参加企業には自分たちがレン

トの発生源であるとの意識は少ないと思われ

る。融合化法時代のネットワーク24も、新製品

開発のために異業種企業が集まった（集められ

た）が、多くは新製品開発には成功したものの、

そのときだけで終わってしまい、次の新たな展

開にはつながらなかった。

形成された中小企業ネットワークが一過性で

終わることなく、次につなげるためには、ネッ

トワーク体が擬似企業体として、常にどうある

べきかを考えることが求められる。したがって、

ネットワーク体として目的を持ち、課題解決に

向けたメンバー企業の協働が重要である。

５．おわりに

本稿では、これまでの日本の中小企業研究を

振り返るとともに、経営学分野の経営戦略論や

組織論は、大企業をベースに構築されたことも

あり、規模の小さな個別中小企業に適用するこ

とには馴染みにくいことをみた。そこで、個別

中小企業単体に理論を適用するのではなく、中

小企業どうしのフラットなメンバーからなる自

発的中小企業ネットワークを擬似企業体とし、

そこに適用することを試論として展開した。

この自発的中小企業ネットワークは、共通の

目的を持った中小企業が集まって活動している

ところに特徴がある。中小企業は大企業に比べ、

地域との親和性が高い25。中小企業が地域にと

って、なくてはならない存在となるためには、

地域・社会との共生をいかに図るか、さらには

地域・社会貢献の主体として位置づけられるこ

とが重要である。その際の単位を、中小企業ネ

ットワークにすることで、経営資源の少ない個

別中小企業が行動するよりも、活動内容に広が

りや奥行きが出ること、できなかったものがで

きるようになるなど、量的にも質的にも高いレ

ベルのものとなる。今後、自発的中小企業ネッ

トワークの増加と活躍が期待される。

24	詳しくは池田（2012）を参照のこと。
25	詳しくは池田（2002）を参照のこと。
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